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液状化発生，いつまで継続？

津波到達

避難できますか?

地震後避難
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[フィリピン海プレート]

[太平洋プレート]

[北米プレート]

[ユーラシアプレート]

海溝型
活断層
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29

地震の発生

地震調査推進本部HPより 30

31

水田に生じた南側上がりの落差（地点1）
南東に向かって撮影。人物の身長は約180 cm。（若山町中

https://www.gsj.jp/hazards/earthquake/noto2024/noto2024-09.html
32
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地盤の揺れ方
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37

2016年熊本地震と
2024年能登半島地震

38
→ 都市における被害の範囲・種類が異なる

39

•

•

•
•

•

•

•
•

40

37 38

39 40



11

41

前震発生後10日
で200回を超える

2016/4/14-5/10に生じた
九州地方の地震の震度分布図

防災科学技術研究所
の地震観測網により
推定した数値

防災科研HPを引用
42

死　者：  274 名

（直接死：50名，関連死：219名，その他：5名）

（内閣府・警察庁・熊本県・国交省の確定値）

全　壊：     8,667 棟

半　壊：     34,719 棟

一部破損：約155,000 棟
（熊本県など）

 18,883 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1か月後，熊本県公表）

 183,882名，仮設住宅：4万戸規模     　             （ピーク時）

⇒災害関連死の増加要因として「避難生活の長期化」

ライフライン被害

停電：最大47.7万戸
断水：最大44.6万戸
都市ガス停止：最大10.1万戸
復旧：電気3〜4日，水道1〜2週間，ガス約2週間

住宅の耐震性能に関
する最新知見

耐震等級3の住宅：倒壊ゼロ
新耐震（1981〜2000）：倒壊率6.9%
旧耐震（1981以前）：倒壊率28.2%
2000年以降の現行基準でも倒壊例あり（地盤・施工不良・局所的強震
動）
住宅・公共施設・企業被害などを含め総額は4.6兆円規模

土木関連被害：　約1,700億円超
（橋梁，道路，公園，重要文化財，下水道施設等）

農林水産関係被害：　約1,085億円超
（農地の損壊、農業用施設等の損壊、林地の荒廃等）

人的被害

建物被害

避難者数

被害額
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53

死　者：  245 名　，負傷者：1,100人前後

（直接死：100名，関連死：145名（避難生活・医療アクセス困難））
（内閣府・警察庁・石川県・国交省など）

全　壊：     13,000 棟超

半　壊：     20,000 棟

一部破損：約50,000 棟                          　（石川県（県災害対策本部）

約30,000 名　　　　　　                                 　　　　（ピーク時）

 1か月後：10,000名，仮設住宅：1万戸規模
⇒避難所の寒冷環境・断水が長期化

ライフライン被害
停電：最大3.5万戸
断水：最大10万戸
復旧：道路は数か月〜1年規模
住宅・公共施設・企業被害などを含め総額は2.3〜2.8兆円規模

（国交省など）

人的被害

建物被害

避難者数

被害額

54

https://www.mlit.go.jp/common/001751574.pdf
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57

16:10以降ずっと揺れて
いるような状態
※いつの地震で建物が壊れた

のか正確には分からない？
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62

健
康
被
害

63

河川堤防が段差で沈下
橋が通れない

64

＜水道施設イメージ＞取水施設

導水管

浄水施設

送水管

配水池

配水本管

過去の主要地震における管路施設の被害との比較水道の断水解消状況（R6.4.16時点）

61 62

63 64
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73 74





75

被 害 程 度 
施 設 調 査 項 目 

小 中 大 

路面とマンホール

との段差 

車の走行で衝撃を

感じる 

（段差 3cm 以下） 

車の走行に支障有

り 

(3～10cm) 

車の走行不能 

(10cm 以上) 

路面の沈下・隆起

(なめらかな路面高

の上下変動) 

車の走行で衝撃を

感じる 

車の走行に支障有

り 
車の走行不能 道 路 

路面の陥没・段差 

車の走行で衝撃を

感じる(陥没・段差

3cm 以下) 

車の走行に支障有

り 

(3～10cm) 

車の走行不能 

(10cm 以上) 

緊急調査時の車両の走行 走 行 可 
支障はあるが 

走行可 
走 行 不 能 

出典；「下水道の地震対策マニュアル 2006 年版」（社団法人 日本下水道協会）に加筆

（下線部分）。 
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



急性期（0〜72時間）：救助、トリアージ、避難所開設、情
報収集、初動判断

応急期（〜数週間）：避難生活支援、物資供給、ライフラ
イン応急復旧、罹災証明の準備

73 74
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